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論　　文
戦後日本の資本蓄積と付加価値構成ⅰ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　                        　　　　　　　　
佐　藤　真　人　
序
　本稿の目的は一般的な題名にもかかわらず、付加価値構成全体の推移を資本蓄積との関係
で一般的に対象とするのではなく、特定の付加価値構成要素、即ち支払利息の構成比に関心
があると言う意味で、ずっと制限されたものである。きっかけは経済理論学会での筆者の報
告 [01] に対する、伊藤誠氏（東京大学名誉教授）の質問である。氏は負債比率（＝負債／資産）
と資本蓄積の双方向因果関係に集中した報告に対し、負債比率が資本蓄積に与える影響の他
に支払利子負担の問題があることを指摘された。本稿は、言わば伊藤先生に出して頂いた宿
題の答えである。
　この問題を、より広い文脈で考え直せば次のようになろう。新たに生産されたものは、生
要　　旨
　本稿の目的は、戦後日本の付加価値額に占める支払利息、賃貸料、等の構成比、及び
それと関連して営業外収支構成の推移を、資本蓄積と対照しつつ観察することである。
その動機は強く言えば、現在の長期不況下において支払利息、賃貸料、等の構成比が上
昇し経営を圧迫しているのではないかとの推測の実証（あるいは反証）であり、弱く表
現すれば、より一般的に当該諸経済変数の戦後日本における推移に、資本蓄積との関係
でどのような規則性が抽出できるかを試みることである。
　データとしては「法人企業統計調査」を利用し、資本金規模別（全産業）、及び産業別（製
造業とサービス業（集約）、いずれも全規模）に付加価値構成、及び補足的に営業外収支
構成の推移を観察したところ、上述の推測は支持できないとの結果を得た。即ち不況（低
成長、低蓄積）期には、上述の費用構成比は上昇というよりむしろ低下している。従っ
て逆に言えば、不況が不況である所以は、これらの費用構成比の低下を上回るほど収入
の減少が激しいところにある。
キーワード：資本蓄積；支払利息；営業外収支
経済学文献季報分類番号：02-28；02-42；02-43
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産に関与した人々に配分される。これを賃金と利潤（SNA 用語の雇用者報酬と営業余剰）
に大分し、その構成比、即ち労働分配率（あるいは利潤分配率＝ 1 －労働分配率）に注目す
ることは経済学の古典的なテーマである。ところで利潤はさらに利子、配当、等々に分割さ
れ当事者に分配される。労働分配率（あるいは利潤分配率）はもちろん、後者の言わば利潤
の再分配も資本蓄積に影響するはずである。
　本稿は、この命題を特定の地域と時期、例えば日本において現在進行中の長期不況期につ
いて直接実証しようとするのではなく、もう少し距離を置いて戦後日本における利潤の再分
配、その中でも支払利息構成比の推移を中心に、資本蓄積との関係で観察して規則性を抽出
しようとする試みである。本稿の焦点ではないが、より基本的な所得分配として労働分配率
にも触れる。
　データとしては「法人企業統計調査」を利用し、当該設問に二つの側面から接近する。一
つは付加価値分析、もう一つは間接的ではあるが経常利益と営業利益の差である。前者につ
いては付加価値額に占める「支払利息等」、及び「動産・不動産賃借料」の割合に注目する。
　後者は次のように間接的であるが、付加価値分析を補う情報として利用する。経常利益は、
営業利益に営業外収益を加え営業外費用を減じたものである。即ち、
　経常利益＝営業利益＋（営業外収益－営業外費用）
然るに問題の支払利息は営業外費用に含まれるから、その大きさは経常利益－営業利益に反
映する。そこで営業外費用に対応して営業外収益も考慮し、営業外収益－営業外費用、した
がって経常利益－営業利益の推移を資本蓄積と対照しながら観察する。営業外収益－営業外
費用を営業外収支と呼ぶ。
　本稿の陰伏的な意図を積極的に述べると、支払利息等が不況の深化と伴に増加し、付加価
値構成において経営に不利に傾斜しているのではないか、あるいは営業外収支が悪化、従っ
て経常利益－営業利益が低下しているのではないかとの plausible な推測がありえるが、事
実と整合的かどうかということである。結果的に、この推測は本稿が利用した統計によって
は支持されない。これらの費用は増加というより、むしろ相対的に減少している。ところが、
それを上回って収入が減少しているから経営が苦しいのである。これが不況期の事実、さら
に不況という現象の本質と要約できそうである。
　本稿の構成は、次のとおりである。Ⅰ章では、全規模（全産業）について付加価値構成、
及び営業外収入、営業外、及び営業外収益－営業外費用（＝経常利益－営業利益）の推移を
概観し、問題全体の骨格を把握する、あるいは全体像を形成する。Ⅱ章は本稿の中心で、付
加価値構成における資本金規模別（全産業）相違を観察する。結論として単純化すれば、小
規模クラスの方が全規模からのずれが大きい、あるいは大、中規模クラスが全規模の特徴を
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決めていることが分る。
　続いてⅢ章では、営業外収入、営業外費用、及び営業外収益－営業外費用の資本金規模別
（全産業）相違を観察し、Ⅱ章での付加価値分析を補足する。ここでも結論を単純化すれば、
小規模クラスではなく大、中規模クラスが全規模（全産業）の特徴を決めていることが分る。
Ⅳ章では、製造業、及びサービス業（集約）の相違（いずれも全規模）についてみる。その
結果サービス業（集約）の方が、全産業からのずれが大きい、あるいは製造業が全産業の特
徴を決めていることが分る。最後にⅤ章で主な観察結果をまとめ、ごく簡単にその経済的学
意味に言及する。
Ⅰ　概観
　本章では全産業（全規模）について概観し、分析の出発点としよう。まず付加価値額に占
める「支払利息等」、及び「動産・不動産賃借料」の割合（支払利息構成比、レンタル構成比、
両者の合計は支払利息・レンタル構成比と略称）に注目する。また本稿の分析の焦点ではな
いが、より基本的な所得分配として労働分配率にも目を配る 1）。
　資本蓄積の指標としては、次の三変数を取り上げる。一つは経済成長率（GDP の対前
年度変化率）で、資本蓄積を含み経済全体の状況の最も一般的指標として採る。二つ目は
GDP に占める総固定資本形成の割合である。これらは経済全体の資本蓄積の程度の指標で
ある。さらに当該産業の資本蓄積率をソース・データに即して、次のように定義する。即ち、
　（2） 資本蓄積率＝設備投資／（有形固定資産（土地を除く）＋ソフトウェア）、（分母は前
期末の値）
但し、
　（3）設備投資＝有形固定資産（土地を除く）増減額＋ソフトウェア増減額＋減価償却費
　　　　　　　　＋特別減価償却費
である 2）。
さて表Ⅰ-１は、全産業（全規模）の付加価値構成比と資本蓄積関連三変数（経済成長率、
総固定資本形成比率、及び資本蓄積率）の相関係数一覧表である。ここから次のような特徴
を、抽出することができる。
　（1） 労働分配率と資本蓄積関連三変数（以後、資本蓄積と略称）には非常に強い負の相関
1 ） 本稿での定義は、労働分配率＝（従業員給与+従業員賞与+福利厚生費）／付加価値額（但し％）。 右辺は、
すべて「法人企業統計調査」より得られる。
2 ）設備投資の定義は、「法人企業統計調査」の用語解説による。
71
72
関西大学『経済論集』第62巻第1号（2012年6月）
が、したがって利潤分配率（＝ 1 －労働分配率）とは非常に強い正の相関が確かめら
れる。階差についても、程度は少し弱くなるが、十分強い負の相関が確かめられる。
この事実は理論的根拠が異なる場合でも、既成観念を補強するだろう。ただし、これ
を労働分配率の上昇が資本蓄積の低下をもたらしたと読み、したがって労働分配率の
下落が資本蓄積の活性化をもたらすと主張することはできないⅱ。
　（2） 主な関心である支払利息・レンタル構成比と資本蓄積には、非常に強い正の相関が確
かめられる。ところが、そのうちのレンタル構成比には非常に強い負の相関が確かめ
られる。したがってもう一つの構成要素である支払利息構成比は、総計である支払利
息・レンタル構成比の場合よりも資本蓄積との強い正の相関があるはずであるが、実
際そうであることが確かめられる。また支払利息構成比はレンタル構成比に比し平均
的にかなり大きいことが推測できるが、この点については、すぐ後で実際に確かめよ
う。
　（3） 支払利息・レンタル、支払利息、及びレンタル構成比の階差と資本蓄積の階差には、
程度は様々であるが、一様に負の相関がみられる。特に、これらの構成比の階差と経
済成長率の階差には、比較的強い負の相関がみられる。
　（4） なお租税公課の構成比は資本蓄積との強い相関は確かめられないが（但し、経済成長
率とは結構強い正の相関が確かめられる）、営業純益の構成比には資本蓄積との非常
に強い正の相関が確かめられる。ところが階差の場合は反対に、租税公課構成比の階
差は資本蓄積の階差との非常に強い正の相関が確かめられるが、営業純益構成比の階
差には資本蓄積の階差との相関はない。
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表Ⅰ- 1 　付加価値構成比と資本蓄積の相関（全産業、全規模）
Pearson Correlation Coefficients
Prob > ¦ r ¦ under H0: Rho=0
Number of Observations
（1） （2） （3） （4） （5） （6）
-0.82415 0.61467 0.80718 -0.90905 0.23280 0.55783
経済成長率 <.0001 <.0001 <.0001 <.0001 0.1002 <.0001
51 51 51 51 51 51
総固定資本形成／
GDP
-0.58008 0.81475 0.87651 -0.79499 -0.14321 0.40481
<.0001 <.0001 <.0001 <.0001 0.3161 0.0032
51 51 51 51 51 51
-0.78949 0.65850 0.79575 -0.84649 0.12831 0.54105
資本蓄積率 <.0001 <.0001 <.0001 <.0001 0.3745 <.0001
50 50 50 50 50 50
（階差の場合）
-0.72689 -0.44603 -0.37667 -0.38056 0.70004 0.05369
経済成長率 <.0001 0.0012 0.0070 0.0064 <.0001 0.7111
50 50 50 50 50 50
総固定資本形成／
GDP
-0.51549 -0.29762 -0.21694 -0.35460 0.49102 0.01493
0.0001 0.0358 0.1302 0.0115 0.0003 0.9180
50 50 50 50 50 50
-0.39922 -0.19118 -0.11491 -0.30001 0.35930 0.03436
資本蓄積率 0.0045 0.1882 0.4318 0.0362 0.0112 0.8147
49 49 49 49 49 49
注 1 ） （1）：労働分配率、（2） 支払利息・レンタル、（3）支払利息、（4）レンタル、（5）租税公課、（6）
営業純益。但し、（2）～（6）は付加価値額に占める構成比。以下同様。尚、「法人企業統
計調査」では付加価値額は、（1）～（6）の他に、役員給与、及び役員賞与から成る。
注 2 ） 当該産業部門の資本蓄積率は、定義（2）における分母の前年度期末値（前期末資産）が
欠損する初年度（1960 年度）の値が欠損するから、同年度の観測値だけで定義される
変数（（1）～（6））に比し、観測値数が一つ少ない。経済成長率にはこれと同じ定義上
の問題があるが、データ・ソースが SNA であり、1960 年度にはこの問題は影響しない。
　　　 　また階差の場合、さらに観測値数が一つ少なくなる。なおこの階差問題が影響せず、
1961 年度に欠損のない経済成長率、及び総固定資本形成／ GDP についても、階差の場
合、観測値数が一つ少なくなるのは、対応する変数（（1）～（6））の観測値数が一つ少
なくなるからである。以下同様。
　上記（1）～（4）の特徴に、2、3 注釈を加えよう。
（5）（1）～（3）は、全体として既成観念にとって逆説的な観察結果ではないが、 （2）の支払利息
とレンタルの構成比の推移については、相対的大きさの問題がある。この点を少し詳しくみ
ておこう。
　図Ⅰ-１のように、当初低水準であったレンタル構成比は、全期間を通じて着実に上昇し
73
74
関西大学『経済論集』第62巻第1号（2012年6月）
ている。これに対し当初遥かに高水準であった支払利息構成比はそれ以上の高率で低下し続
け、したがって両者合計である支払利息・レンタル構成比も傾向的に低下していることが明
らかである。表Ⅰ-１にみる資本蓄積三変数と支払利息、レンタル、及び支払利息・レンタ
ル構成比の強い相関は、このような全期間に亘る傾向の影響が大きいことも容易に分かる。
　特に支払利息構成比の初期における大きさと低下の激しさ、その経済的意味に注目すべき
であろう。これらの印象を支える基礎的統計を要約したのが、表Ⅰ-２である。このような
支払利息構成比の推移から、当初の設問への第一次回答は、不況による経営悪化の原因とし
て、支払利息増加が重要なものとはいえないということになろう 3）。
（6）では図Ⅰ-１では必ずしも判然としない、支払利息構成比とレンタル構成比の短期での
対応はどうか？表Ⅰ-３のように、両者の階差には弱い正の相関があり、長期的とは反対に
短期的には順行している場合が多いことが分る。
（7）さらに同じく図Ⅰ-１より、支払利息・レンタル構成比の短期変動はレンタル構成比に
比し激しく、従って支払利息構成比の短期変動はレンタル構成比に比しかなり激しように見
えるが、どうか？表Ⅰ-４のように、標準偏差でみると確かに平均周辺の変動という点では、
支払利息、レンタル、及び両者の合計である支払利息・レンタルの構成比の順に変動が激しい。
（8）（3）、及び（4）については、その経済的意味、及びより進んだ実証分析を追求せず、事実
の確認に止める。
図Ⅰ- 1 　支払利息とレンタル構成比の推移（全産業、全規模）
3 ） 「支払利息は重要な原因ではない」との主張との微妙な違いに注意。営業外費用は支払利息の他にもあ
るし、一般的に本稿は、他のデータ、分析により「支払利息は重要な原因ではない」と実証される余
地を残している。
支払利息構成比
（％）
レンタル構成比
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表Ⅰ- 2 　支払利息とレンタル構成比の推移（全産業、全規模）
平　　均
一次近似線
の傾き全期間 1960s 70s 80s 90s 2000s
（51） （10） （10） （10） （10） （11）
支払利息・レンタル 18.60 20.07 21.04 19.70 18.71 13.93 -0.1523844
支払利息 11.49 16.13 15.47 13.05 9.64 3.90 -0.3065346
レンタル 7.11 3.95 5.57 6.65 9.06 10.03 0.1541502
注） （　）内は、観測値数。1960 年度以降の 10 年毎の平均の最後は、便宜的に 2000 ～ 2010 年度で観測
値数＝ 11。一次近似線は、西暦年度を説明変数とする回帰直線。以下同様。
表Ⅰ- 3 　支払利息とレンタル構成比の相関（全産業、全規模）
Pearson Correlation Coefficients
Prob > ¦ r ¦ under H0: Rho=0
Number of Observations
支払利息構成比
（階差の場合）
レンタル構成比 -0.89426 0.25434
<.0001 0.0747
51 50
注） 階差の場合は、支払利息、及びレンタル構成
比共階差の意。
表Ⅰ- 4 　支払利息とレンタル構成比の短期変動（全産業、全規模）
変数 観測値数 平均（％） 標準偏差（％） 変動係数
支払利息・レンタル 51 18.5951776 3.0557438 0.164329906
支払利息 51 11.4865757 4.9650844 0.432251049
レンタル 51 7.1086020 2.3425090 0.329531601
注）変動係数＝標準偏差／平均
  
　次に、経常利益－営業利益、あるいは営業外収支（＝営業外収益－営業外費用）の定義的
決定要因である営業外収益、及び営業外費用についてみよう。これは次のように間接的であ
るが、付加価値分析を補う情報として利用する。経常利益は、営業利益に営業外収益を加え
営業外費用を差し引いたものである。即ち、
　（1）経常利益＝営業利益＋（営業外収益－営業外費用）、あるいは
　　　経常利益－営業利益＝営業外収益－営業外費用
である。然るに支払利息は営業外費用に含まれるからⅲ、その大きさは経常利益－営業利益、
あるいは営業外収支に反映する。そこで営業外費用に対応して営業外収益も考慮し、それら
75
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の推移を資本蓄積と対照しながら観察する4）。なお実際には、（1）を絶対額ではなく、「売上高」
で相対化して分析する5）。
経常利益－営業利益、あるいは営業外収支を決定する営業外収益、及び営業外費用と資
本蓄積（関連三変数）の相関関係を一覧表にすると、表Ⅰ- 5 のとおりである。その特徴は、
次の 2 点に集約される。
　（1）営業外収支と資本蓄積には非常に強い正の相関が見られるが、営業外収益、及び営業
外費用とは共に非常に強い負の相関が見られる。従って営業外収益、及び営業外費用の相対
的強さが問題になるが、これはすぐ後に視覚で確かめよう。
　（2）階差については、営業外収益、及び営業外費用の階差と経済成長率の階差にかなり強
い正の相関が確かめられる。
表Ⅰ- 5 　営業外収支構成と資本蓄積の相関（全産業、全規模）
Pearson Correlation Coefficients
Prob > ¦ r ¦ under H0: Rho=0
営業外収益 営業外費用 営業外収支
（階差の場合）
経済成長率 0.76623 0.88724 -0.89073 -0.37802 -0.27416 0.01337
<.0001 <.0001 <.0001 0.0068 0.0540 0.9266
総固定資本形成／
GDP
0.82965 0.88804 -0.86656 -0.08586 -0.09301 0.04720
<.0001 <.0001 <.0001 0.5533 0.5206 0.7448
資本蓄積率 0.78616 0.83858 -0.82312 -0.84649 0.12831 0.54105
<.0001 <.0001 <.0001 0.1603 0.7386 0.3635
注） 観測値数は、資本蓄積関連三変数に即して、表Ⅰ- 1 と同じ。階差の場合とは、対応する変数が双
方とも階差であるとの意。
　別の角度から表Ⅰ- 5 を補足しよう。営業外収支（＝営業外収益－営業外費用）、及び営
業外収益、営業外費用の推移をみると、図Ⅰ- 2 のように営業外収益、及び営業外費用とも
に低下しているが、当初低水準だった前者の低下は穏やかであり、倍ほどの高水準だった後
者の低下が著しい。この結果、営業外収支の上昇、即ち経常利益－営業利益の上昇が起って
いることがわかる。そして、それまで負であった営業外収支は、終に 2005 年ごろ負から正
へ転換している 6）。このような図Ⅰ- 2 による印象は、表Ⅰ- 6 に要約した統計によって確か
4 ） この問題は、実は拙稿 [02] において実質的には総資本（あるいは自己資本）経常利益率と営業利益率
の相違として扱ったが、「両者の傾向は同じ、その短期変動形態はよく似ている」で済まされている。
これを、別の観点からもう少し細かく観察しようということである。
5 ）相対化に使う変数として、「売上高」に強い根拠はないが、他に決定的な候補もないだろう。
6 ） 拙稿 [02] では、（総資本）営業利益率と経常利益率の推移はほぼ同様と処理した。確かに、その差は
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めることができる。
　また図Ⅰ- 2 における営業外収益と営業外費用の短期波動に注目すると、順行しているよ
うに見える。これは表Ⅰ- 7 のように、両者の階差の相関係数が正で非常に高いことによっ
て確かめられる。両者は長期的に順行しているだけでなく、ごく短期的にも両者は順行して
いる。ただし短期的には長期の場合とは異なり、両者の差（営業外収支）とは特に相関はな
い（長期的には逆行）。
　このように営業外収支（＝営業外収益－営業外費用）の上昇の原因は、支払利息を含む営業
外費用の増加ではない。営業外費用は下落している。それ以上に営業外収益が下落しているこ
とが原因である。従って当初の設問への第一次回答は、付加価値分析の場合と同じく、不況に
よる経営悪化の原因として支払利息が重要な原因であるとはいえないということになる 7）。
　尚この結果の経済的理解については、支払利息の増加、その他の原因で廃業した企業は、
利用したデータに含まれていないことを想い起す必要がある。不況は「不均衡累積過程」で
あるが、他面で「均衡の暴力的回復過程」でもある。当該ソース・データは、資本主義が不
況期に将来の発展を準備するという意味での均衡回復的側面に限られている。劣等技術を体
化した資本を廃棄する暴力的側面を十分把握するには、別のデータで補う必要があるという
ことであろう。
図Ⅰ- 2 　営業外収支構成の推移（全産業、全規模）
営業外収益 営業外費用 営業外収支
（％） （％）
小さい（右軸の単位に注意）。にもかかわらず細かく見れば、明白な低下傾向が確かめられる。
7 ）もちろん「営業外費用の営業外収益に比しての相対的増加が原因である」とは同義である。
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表Ⅰ- 6 　営業外収支構成の推移（全産業、全規模）
平均
一次近似線
の傾き全期間 1960s 70s 80s 90s 2000s
（51） （10） （10） （10） （10） （11）
営業外収支 -0.92 -1.92 -1.47 -0.83 -0.63 0.15   0.0501543
営業外収益 1.72 1.98 1.97 1.75 1.57 1.33 -0.01664994
営業外費用 2.63 3.90 3.44 2.58 2.21 1.18  -0.0668042
表Ⅰ - 7 　営業外収支構成の階差の相関（全産業、全規模）
Pearson Correlation Coefficients
Prob > ¦ r ¦ under H0: Rho=0
営業外費用 営業外収支
（階差の場合）
0.90847 -0.82660 0.71826 -0.02531
営業外収益 <.0001 <.0001 <.0001 0.8615
51 51 50 50
-0.98607 -0.71373
営業外費用 <.0001 <.0001
51 50
注） 階差の場合とは、対応する変数双方が階差との意。
Ⅱ　付加価値構成比の規模別比較
　次に、前章で全規模（全産業）について観察された特徴は、資本金規模の大小に応じてど
う異なるのか、あるいは異ならないのかをみよう。本章では付加価値構成についてみる。営
業外収支構成は、Ⅲ章で扱う。
　さて表Ⅱ- 1 は、付加価値構成比と資本蓄積三変数の相関係数の、規模別一覧表である。
ポイントは、次の数点にまとめることができる。資本金規模による違いの結論としては、全
体的に大規模、及び中規模クラスでは全規模の特徴がより強く現れている、あるいは大規模、
及び中規模クラスが全規模の特徴を決めていると、まとめることができるようである。
（1） 労働分配率と資本蓄積三変数の相関関係は、問題性を孕んでいる。即ち大、及び中規模
クラスでは全規模と同様、非常に強い負の相関が確かめられる。ところが小規模クラスでは、
これらと正反対に結構強い正の相関が確かめられる。「労働分配率と資本蓄積の順行」と言
う事実が、経済学の既成観念にとっては逆説的であり、問題性はより大きい。これについて
は、本稿の焦点ではないが重要であるから、すぐ後で再び触れる。
（2） 支払利息・レンタル、支払利息、及びレンタル構成比と資本蓄積三変数の相関については、
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大、及び中規模クラスは全規模と、ほぼ同様の結果が得られる。即ち、支払利息・レンタル、
及び支払利息構成比と資本蓄積三変数は非常に強い正の相関が、レンタル構成比と資本蓄積
三変数は非常に強い負の相関が確かめられる。したがって支払利息構成比の相関は、レンタ
ルとの和である支払利息・レンタル構成比の場合よりも、より強い 8）。
　小規模クラスでは、支払利息・レンタル構成比と資本蓄積三変数の相関の程度が十分強い
とはいえ、大、及び中規模クラスに比し弱くなるⅳ。これに対し支払利息、及びレンタル構
成比の相関の程度は、大規模、及び中規模クラスと同じように非常に強い。
（3）階差についても、規模が小さくなると大規模クラスにみられる特徴が曖昧になる。例え
ば、大、及び中規模クラスにみられる支払利息、及びレンタル構成比と資本蓄積三変数の負
の相関が、小規模クラスでは非常に弱くなる、あるいは必ずしも観察されない 9）。
（4）租税公課構成比（5）は、大、及び中規模クラスでは資本蓄積三変数と相関がない。これに
対し小規模クラスでは非常に強い負の相関が、小規模クラス（3 クラス合計）では弱い正の相
関が観察される。ところが、これら二つの小規模クラスでは、階差の場合、程度に違いはあ
れ正の相関が観察される。即ち、Ⅰ章でみた全規模の特徴が、より弱い程度で現れている。
　営業純益構成比（6）は、大規模、及び中規模クラスでは資本蓄積三変数との非常に強い正
の相関が観察される。これに対し小規模クラスでは強い負の相関がみられる。この変数の場
合も、階差の場合、全規模の場合との違いが大きく、資本蓄積三変数の内、経済成長率及び
総固定資本形成／ GDP との正の相関が観察される。
8 ）脇の点ではあるが、営業純益と資本蓄積三変数にも強い正の相関がある。
9 ）この経済的意味の追求はせず、事実の確認にとどめる。
79
80
関西大学『経済論集』第62巻第1号（2012年6月）
表Ⅱ- 1 　付加価値構成比と資本蓄積の相関（全産業、各規模）
Pearson Correlation Coefficients
Prob > ¦ r ¦ under H0: Rho=0
（1）大規模クラス　
（1） （2） （3） （4） （5） （6）
経済成長率
-0.78848 0.63769 0.77773 -0.88642 -0.02429 0.65704
<.0001 <.0001 <.0001 <.0001 0.8656 <.0001
総固定資本形成／
GDP
-0.47157 0.80166 0.85473 -0.75920 -0.38885 0.44943
0.0005 <.0001 <.0001 <.0001 0.0048 0.0009
資本蓄積率
-0.69532 0.48797 0.61906 -0.77183 0.00880 0.65427
<.0001 0.0003 <.0001 <.0001 0.9516 <.0001
（階差の場合）
経済成長率
-0.68771 -0.56731 -0.49209 -0.45551 0.69334 0.41216
<.0001 <.0001 0.0003 0.0009 <.0001 0.0029
総固定資本形成／
GDP
-0.35132 -0.23569 -0.17750 -0.28732 0.36944 -0.09697
0.0124 0.0994 0.2175 0.0431 0.0083 0.5029
資本蓄積率
-0.43730 -0.32317 -0.24439 -0.39178 0.43465 0.17738
0.0017 0.0235 0.0906 0.0054 0.0018 0.2227
　　　注）観測値数、及び変数（1）～（6）は、表Ⅰ- 1 と同じ。
（2）中規模クラス　
（1） （2） （3） （4） （5） （6）
経済成長率
-0.79950 0.64731 0.81877 -0.90414 0.15665 0.53035
<.0001 <.0001 <.0001 <.0001 0.2723 <.0001
総固定資本形成／
GDP
-0.59921 0.81325 0.87004 -0.78966 -0.18732 0.46868
<.0001 <.0001 <.0001 <.0001 0.1881 0.0005
資本蓄積率
-0.76161 0.72525 0.83153 -0.83652 0.00487 0.51381
<.0001 <.0001 <.0001 <.0001 0.9732 0.0001
（階差の場合）
経済成長率
-0.70660 -0.41426 -0.38505 -0.23077 0.66679 0.04604
<.0001 0.0028 0.0058 0.1069 <.0001 0.7509
総固定資本形成／
GDP
-0.58652 -0.27544 -0.21014 -0.26662 0.51042 0.07439
<.0001 0.0529 0.1430 0.0613 0.0002 0.6076
資本蓄積率
-0.29046 -0.03005 0.04203 -0.18927 0.20264 0.02728
0.0429 0.8376 0.7743 0.1927 0.1626 0.8524
　　　注）観測値数、及び変数（1）～（6）は大規模クラスと同じ。
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（3）小規模クラス　
（1） （2） （3） （4） （5） （6）
経済成長率
0.30534 0.09652 0.79213 -0.89614 -0.30596 -0.12918
   0.0311 0.5049 <.0001 <.0001 0.0307 0.3713
50 50 50 50 50 50
総固定資本形成／
GDP
0.35911 0.30675 0.84994 -0.82813 -0.45226 -0.15881
0.0104 0.0303 <.0001 <.0001 0.0010 0.2707
50 50 50 50 50 50
資本蓄積率
0.36312 0.18017 0.71987 -0.76441 -0.37646 -0.20926
0.0103 0.2154 <.0001 <.0001 0.0077 0.1490
49 49 49 49 49 49
（階差の場合）
経済成長率
-0.35249 -0.07496 0.01153 -0.12548 0.45615 -0.32488
0.0130 0.6087 0.9373 0.3903 0.0010 0.0227
総固定資本形成／
GDP
-0.39703 -0.23935 -0.21602 -0.18820 0.48082 0.02210
0.0047 0.0976 0.1360 0.1953 0.0005 0.8802
資本蓄積率
-0.07703 0.00551 0.06320 -0.04471 0.04541 0.05750
0.6028 0.9703 0.6696 0.7628 0.7592 0.6979
　　注） 小規模クラスは、200万円未満クラスが1960年度欠損のため、経済成長率、及び総固定資本
形成／GDPの場合でも大、中規模クラスに比し一つ少ない（観測値数＝50)。また当該クラ
スの資本蓄積率は、1960年度における定義(2)の分母（前年度期末値）だけでなく、1961年
度において200万円未満クラス、及び200万円以上500万円未満クラスで欠損。後者の事情に
より、経済成長率、及び総固定資本形成／GDPの場合に比し観測値数は一つ少なくなる（観
測値数＝49)。階差の場合は、どの場合もさらに一つ少なくなる。
　（1）で触れた各規模別クラスの労働分配率の推移を、特に小規模クラスに注意して観察し
よう。図Ⅱ- 1 のように、大、中、及び小規模クラスの労働分配率の推移には、もちろん違
いも多いが、ある意味で共通点がある。それは 1970 年代中頃の傾向変化である。
　1970 年代中頃までは小規模クラスの労働分配率も、大、中規模クラスと共に（実は資本
蓄積も）傾向的に上昇している。ところが傾向変化が起る。それ以降、各クラス間の違いが
拡大する。大、及び中規模クラスの労働分配率の上昇傾向は緩やかになるが、なお上昇傾向
が窺える。とこれが小規模クラスの場合、傾向変化の程度が大きく、はっきりと低下傾向に
転じる。小規模クラスの労働分配率が、全期間では資本蓄積と順行するのは、1970 年代中
頃以降の効果が大きい。
　1970 年代中頃以降の小規模クラスの労働分配率の推移（傾向的低下と資本蓄積との順行）
を齎したものは何か。この追跡は、残る課題である。なお階差では経済成長率、及び総固定
資本形成／ GDP と小規模クラスの労働分配率は、大、中規模クラスに比し弱いが、負の相
関が確かめられる。即ちごく短期における労働分配率と資本蓄積の逆行は確かめられるが、
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小規模クラスではその関係は弱くなる。
図Ⅱ- 1 　労働分配率の推移（全産業、各規模）
（％） 総固定資本形成/GDP
大規模 中規模 小規模
総固定資本形成/GDP
（％）
　支払利息、及びレンタル構成比を、別のアングルからみよう。付加価値構成比の水準、及
び傾向を規模別に一覧表にしたのが、表Ⅱ - 2 である。規模が大きいクラスほど、全規模
でみた特徴がより強い程度で観察される。即ち、規模が大きいクラスほど、初期においてよ
り高い支払利息構成比の低下の程度とより低いレンタル構成比の上昇の程度が激しく、また
支払利息・レンタル構成比の低下の程度が激しい。
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表Ⅱ- 2 　付加価値構成比の推移（全産業、各規模）
平均
一次近似線
の傾き全期間 1960s 70s 80s 90s 2000s
（51） （10） （10） （10） （10） （11）
支払利息・レンタル構成比
大規模 22.97 24.94 29.49 24.49 21.30 15.48 -0.2758008
中規模 18.17 20.55 20.00 19.12 18.47 13.22 -0.1688364
小規模 14.42 14.33 14.10 15.47 15.23 13.07 -0.01858767
（50） （9）  
支払利息構成比
大規模 15.47 21.10 22.95 17.87 11.75 4.76 -0.4414516
中規模 11.35 16.76 14.99 12.64 9.61 3.55 -0.3230157
小規模 7.24 10.02 8.69 8.52 6.44 3.21 -0.1626272
（50） （9）  
レンタル構成比
大規模 7.49 3.84 6.44 6.62 9.54 10.71 0.1656508
中規模 6.82 3.78 5.01 6.47 8.86 9.67 0.1541792
小規模 7.18 4.31 5.41 6.95 8.79 9.86 0.1440395
（50） （9）  
注） （　）内は、観測値数。10年間ごとの平均において、2000年代だけは、2000～2010年度の11年間、
従って観測値数＝11。また小規模クラスの1960年代は1960年度欠損のため、観測値数＝9、従って全期
間では観測値数＝50。
　これを図でみると一層印象的である。図Ⅱ - 2 のように、特に支払利息構成比の規模間格
差の収束は印象的である。即ち規模が大きい程、初期において水準は高いが低下の程度も激
しく、終にほとんど違いがないまでに至る。
　これに対し、レンタル構成比の規模間格差の推移は、規模間格差の変化を伴わないことが
特徴である。即ち、図Ⅱ - 3 のように、どのクラスのレンタル構成比もほぼ同水準を保ちな
がら、ほぼ同率で上昇している。
　支払利息、及びレンタル構成比の全期間における逆行は、直接対応させるまでもなく十分
予想されるが、表Ⅱ - 3 によって確かめることができる。では短期においてはどうか。表Ⅱ
- 3 のように、どの規模別クラスでも、特に小規模クラスでは比較的強い正の相関があり、
ごく短期では長期と反対に、当該変数の順行が確かめられる。
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図Ⅱ- 2 　支払利息構成比の推移（全産業、各規模）
（％）
大規模 中規模 小規模
図Ⅱ- 3 　レンタル構成比の推移（全産業、各規模）
（％）
大規模 中規模 小規模
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表Ⅱ- 3 　支払利息とレンタル構成比の階差の相関（全産業、各規模）
Pearson Correlation Coefficients
Prob > ¦ r ¦ under H0: Rho=0
Number of Observations
支払利息構成比
大規模 中規模 小規模
レンタル構成比 -0.83011 -0.89415 -0.84048
<.0001 <.0001 <.0001
51 51 50
（階差の場合）
（階差の場合） 0.19715 0.21018 0.40456
0.1700 0.1429 0.0039
注） レンタル構成比は、規模に関して支払利息構成比と対応。階差
の場合、観測値数は一つ少ない。
Ⅲ　営業外収支の規模別比較
　本章では、Ⅰ章でみた全規模の営業外収支構成が資本金規模によって、どのように異なる
かを観察しよう。
資本蓄積との相関については、表Ⅲ- 1 のように、大、及び中規模クラスでは、全規模と
同じ特徴がみられるが、小規模クラスでは弱くなる。従って、付加価値構成の規模別分析と
同じく、大、及び中規模クラスが全規模の特徴を決めていると要約できそうである。即ち、
　（1） 大、及び中規模クラスでは資本蓄積は営業外収益、及び営業外費用と非常に強い正の
相関があるが、営業外収支（＝経常利益－営業利益）とは非常に強い負の相関がある。
この一見当惑する結果の原因は、営業外費用の相関が営業外収益の相関より強いから
である。
　（2）小規模クラスでは、営業外収益と資本蓄積の間に相関が弱く、あるいはないに等しく
営業外費用には強い正の相関がある。従って営業外収支と資本蓄積には強い負の相関
がある。
　（3）階差については大規模クラスにおいて、資本蓄積と営業外収益、及び営業外費用に比
較的強い負の相関があり、それ故に（？）営業外収益の階差とは相関がほとんど観察
されない。大規模クラスでは営業外収益、及び営業外費用と資本蓄積は、長期におい
て順行（∵（1））、短期において逆行と要約できる。しかし中、小規模クラスでは、こ
のような規則性が観察されない。
　したがって当初の設問に戻ると、営業外収支をみても付加価値分析の場合と同じく、不況
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期における支払利息等の負担増加、それによる利益圧迫という推測を支える数字は得られな
い。但し、これも付加価値構成の分析の場合と同じであるが、不況期の「暴力的側面」が十
分に把握されないソース・データの限界には再度触れておこう。
表Ⅲ- 1 　営業外収支構成と資本蓄積の相関（全産業、各規模）
Pearson Correlation Coefficients
Prob > ¦ r ¦ under H0: Rho=0
（1）大規模クラス　
営業外収益 営業外費用 営業外収支
（階差の場合）
経済成長率 0.62022 0.88873 -0.87183 -0.40840 -0.59607 0.28010
<.0001 <.0001 <.0001 0.0032 <.0001 0.0488
総固定資本形成／
GDP
0.65241 0.85676 -0.82196 -0.14925 -0.27946 0.17696
<.0001 <.0001 <.0001 0.3009 0.0494 0.2189
資本蓄積率 0.53407 0.70778 -0.68404 -0.24909 -0.31840 0.11878
<.0001 <.0001 <.0001 0.0844 0.0258 0.4163
注）観測値数は、表Ⅰ- 3 と同じ。
（2）中規模クラス　
営業外収益 営業外費用 営業外収支
（階差の場合）
経済成長率 0.85089 0.89316 -0.89568 -0.34678 -0.15035 -0.11761
<.0001 <.0001 <.0001 0.0136 0.2973 0.4160
総固定資本形成／
GDP
0.85781 0.88135 -0.87298 -0.02582 0.04415 -0.09259
<.0001 <.0001 <.0001 0.8588 0.7608 0.5225
資本蓄積率 0.85649 0.86760 -0.85413 0.04728 0.15568 -0.18813
<.0001 <.0001 <.0001   0.7470 0.2855 0.1955
注）観測値数は、大規模クラスの場合と同じ。
（3）小規模クラス　
営業外収益 営業外費用 営業外収支
（階差の場合）
経済成長率 0.09166 0.86354 -0.87541 -0.10354 0.14099 -0.23753
0.5267 <.0001 <.0001 0.4789 0.3339 0.1003
総固定資本形成／
GDP
0.11134 0.87416 -0.88236 -0.13851 -0.12916 0.03021
0.4414 <.0001 <.0001 0.3425 0.3764 0.8367
資本蓄積率 0.18341 0.76707 -0.76584 -0.07734 0.07545 -0.14403
0.2071 <.0001 <.0001 0.6013 0.6103 0.3287
注）観測値数は、表Ⅱ- 1（4）と同じ。
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　小規模クラスにおいては、大、及び中規模クラスと違い営業外収益と資本蓄積には相関が
ないが、この点を視覚で確かめよう。図Ⅳ- 1 のように両小規模クラスの営業外収益は、確
かに長期的には他の変数ほど顕著な傾向を示さない。
　これは小規模クラスでは、営業外費用の低下が、大、及び中規模クラスに比しより小さい
ということである。即ち大、中規模クラスにおける営業外収支の上昇は、小規模クラスに比
し営業外費用の減少によるところがより大きいということである。この推測は、表Ⅳ- 2 の
要約的統計と図Ⅳ- 2 で確かめることができる。即ち規模が大きいほど、初期において営業
外費用の水準は高いが、その後の下落の程度は激しい。
図Ⅲ- 1 　営業外収支構成の推移
（1）小規模クラス　
（％） （％）
営業外収益 営業外費用 営業外収支
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表Ⅲ- 2 　営業外収支構成の推移（全産業、各規模）
平　　均
一次近似線
の傾き全期間 1960s 70s 80s 90s 2000s
（51） （10） （10） （10） （10） （11）
営業外収支
大規模 -1.21 -2.60 -1.95 -1.00 -0.78 0.14 0.0667863
中規模 -0.87 -1.78 -1.37 -0.78 -0.62 0.11 0.04578421
小規模 -0.50 -1.31 -0.94 -0.63 -0.27 0.46 0.04313937
（50） （9）  
営業外収益
大規模 1.71 2.00 1.66 1.91 1.73 1.46 -0.01535952
中規模 1.73 2.23 2.04 1.68 1.54 1.19 -0.02575685
小規模 1.69 1.76 1.71 1.66 1.73 1.71 -0.000702974
（50） （9）  
営業外費用
大規模 3.01 4.60 4.04 2.91 2.35 1.32 -0.0821458
中規模 2.59 4.01 2.65 2.46 1.99 1.08 -0.0715411
小規模 2.22 3.07 2.38 2.29 1.99 1.25 -0.04384234
（50） （9）  
図Ⅲ- 2 　営業外収支構成の推移（規模別）
（1） 営業外収入
（％）
大規模 中規模 小規模
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（2） 営業外費用
（％）
大規模 中規模 小規模
（3） 営業外収支（＝営業外収入−営業外費用）
（％）
大規模 中規模 小規模
　　
全規模で観察された、ごく短期における営業外収益と営業外費用の順行、及び営業外費
用と営業外収支との逆行は、どうか？表Ⅳ- 3 のように、どのクラスにおいてもこの特徴は
観察される。
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表Ⅲ- 3 　営業外収支構成の相関（階差、規模別）
Pearson Correlation Coefficients
Prob > ¦ r ¦ under H0: Rho=0
Number of Observations
営業外費用 営業外収支
（階差の場合）
大規模
0.72382 -0.54202 0.62432 0.32521
営業外収益 <.0001 <.0001 <.0001 0.0212
51 51 50 50
-0.97217 -0.53567
営業外費用 <.0001 <.0001
51 50
中規模
0.97324 -0.93248 0.75789 -0.15219
営業外収益 <.0001 <.0001 <.0001 0.2914
51 51 50 50
-0.99053 -0.76013
営業外費用 <.0001 <.0001
51 50
小規模
0.26934 -0.07317 0.47985 0.27753
営業外収益 0.0586 0.6136 0.0005 0.0535
50 50 49 49
-0.98017 -0.70972
営業外費用 <.0001 <.0001
50 49
Ⅳ　産業別比較
　本章ではⅠ章の設問を、Ⅱ章とは別のアングルから一歩進んで詳しく観察しよう。即ち、
支払利息等の増加が利益を圧迫する程度は、産業部門によってどのように異なるだろうか。
あるいは付加価値構成、及び営業外収支構成の推移は、産業部門によってどのように異なる
だろうか。一般的予測としては産業部門を細かく分割すればする程、全体と異なる例が現れ
るだろう。ここでは代表的な産業部門として製造業（全規模）とサービス業（集約、全規模）
について、それらが全産業（全規模）と、どの程度どのように異なるかを観察しよう。
付加価値構成について一般的結論を先に述べると、サービス業（集約）は製造業に比し、
一様に当該諸変数と資本蓄積三変数との相関が弱くなる。あるいは製造業が全産業の特徴を、
全般的に量的に決めていることが分る。即ち表Ⅳ- 1 のように、
　（1） 労働分配率と資本蓄積三変数との相関については、両部門とも非常に強い負の相関が
確かめられる。但し、その程度は若干ではあるが、サービス業（集約）は製造業に比
し弱い。階差の場合、両部門の違いは更に大きい。即ち、製造業では負の相関の程度
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が小さくなるが、サービス業（集約）では相関があるとまとめきれない程である。
　（2）両部門において、支払利息構成比は資本蓄積三変数と強い正の相関があり、レンタル
構成比は強い負の相関がある。しかし製造業での相関は非常に強いが、サービス業（集
約）での相関の程度は弱くなる。両変数の合計の構成比、即ち支払利息・レンタル構
成比も、製造業では非常に強い正の相関がある。しかし、サービス業（集約）では相
関係数は正であるが、相関の程度は非常に小さい。
　（3）支払利息、レンタル支払利息・レンタル構成比の階差と資本蓄積三変数の階差の間に、
製造業では程度はともあれ一様に負の相関がみられる。ところがサービス業（集約）
では相関関係がない。
　（4）製造業では、租税公課の構成比の階差と資本蓄積三変数の階差の間に、強い正の相関
がある。営業純益構成比と資本蓄積三変数の間には、両部門において強い正の相関が
ある。これらは全産業（全規模）と同じ特徴である。
表Ⅳ- 1 　付加価値構成比と資本蓄積の相関（製造業とサービス業、全規模）
Pearson Correlation Coefficients
Prob > ¦ r ¦ under H0: Rho=0
（1）製造業　
（1） （2） （3） （4） （5） （6）
経済成長率
-0.83800 0.69325 0.81752 -0.91346 0.24979 0.71218
<.0001 <.0001 <.0001 <.0001 0.0771 <.0001
総固定資本形成／
GDP
-0.58527 0.80781 0.82787 -0.69803 -0.06459 0.49471
<.0001 <.0001 <.0001 <.0001 0.6525 0.0002
資本蓄積率
-0.78039 0.50775 0.60619 -0.70697 0.33524 0.61287
<.0001 0.0002 <.0001 <.0001 0.0173 <.0001
（階差の場合）
経済成長率
-0.72889 -0.60736 -0.50737 -0.50859 0.70374 0.26490
<.0001 <.0001 0.0002 0.0002 <.0001 0.0630
総固定資本形成／
GDP
-0.45807 -0.35516 -0.33082 -0.21028 0.45836 0.02225
0.0008 0.0114 0.0189 0.1427 0.0008 0.8781
資本蓄積率
-0.48666 -0.33026 -0.24913 -0.34656 0.48350 -0.06543
0.0004 0.0205 0.0843 0.0147 0.0004 0.6551
　　　注）観測値数は、表Ⅰ- 1 と同じ。
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（2）サービス業　
（1） （2） （3） （4） （5） （6）
経済成長率
-0.71231 0.05112 0.49761 -0.77903 0.44904 0.56701
<.0001 0.7217 0.0002 <.0001 0.0009 <.0001
総固定資本形成／
GDP
-0.60681 0.40586 0.74183 -0.58714 0.09656 0.50745
<.0001 0.0031 <.0001 <.0001 0.5003 0.0001
資本蓄積率
-0.42067 0.29029 0.50140 -0.37575 0.02981 0.38475
0.0024 0.0409 0.0002 0.0072 0.8372 0.0058
（階差の場合）
経済成長率
0.14176 0.01524 -0.03971 0.07781 0.05169 -0.45570
0.3261 0.9164 0.7843 0.5912 0.7215 0.0009
総固定資本形成／
GDP
-0.34988 0.00119 0.01079 -0.01243 0.30551 -0.05416
0.0127 0.9934 0.9407 0.9317 0.0310 0.7087
資本蓄積率
0.10368 0.08486 0.10495 -0.00121 -0.16493 0.04213
0.4784 0.5621 0.4729 0.9934 0.2574 0.7738
　　　注）観測値数は、製造業と同じ。
　また、図Ⅳ- 1 によって両部門の違いを視覚で補うことができる。図Ⅳ- 1 について、次
の点が印象的である。
　（1） 製造業では、支払利息・レンタル構成比の低下傾向、支払利息構成比の低下傾向、レ
ンタル構成比の上昇傾向が明瞭である。これに対しサービス業は、レンタル構成比の
上昇傾向が明瞭であるが、その他の構成比の傾向は製造業ほど明瞭ではない。
　（2） サービス業は、レンタル構成比の水準が製造業に比し非常に高い。また支払利息・レ
ンタル構成比は、1970 年代後半における落ち込み、1980 年代での上昇率が高いこと、
さらに 1990 年代での下落の激しさによって景気循環を超える大きい波動が形成され
ている。
いずれにせよ当初の設問との関係では、全規模でみると製造業はサービス業（集約）よ
り全産業とよく似ているなど、相違は伴うが、不況期における支払利息構成比の上昇は、ど
ちらの産業部門でも観察されない。
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図Ⅳ- 1 　付加価値構成比の推移（製造業とサービス業、全規模）
（1） 製造業
（％）
支払利息構成比
レンタル構成比
（2） サービス業
（％）
支払利息構成比
レンタル構成比
　図Ⅳ- 1 の印象を支える統計は、表Ⅳ- 2 である。これを次のように、まとめることがで
きる。
即ち、サービス業（集約）における支払利息構成比、及びレンタル構成比の水準は、全
体としては製造業を上回っている。しかし当初は両構成比ともサービス業（集約）の方が下
回っていた。その後、両部門で支払利息構成比は低下し、レンタル構成比は上昇する。且つ、
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製造業の支払利息構成比低下はサービス業（集約）に比し著しく、これに対しレンタル構成
比の上昇はサービス業（集約）を下回る。その結果、近年では製造業の支払利息構成比はサ
ービス業（集約）を下回り、支払利息・レンタルもサービス業（集約）を下回るに至っている。
表Ⅳ- 2 　付加価値構成比の推移（製造業とサ−ビス業（集約）、全規模）
平　　均
一次近似線
の傾き全期間 1960s 70s 80s 90s 2000s
（51） （10） （10） （10） （10） （11）
支払利息・レンタル
製造業 14.23 17.22 17.91 14.83 12.43 8.79 -0.2125207
サービス業 17.66 17.13 16.49 21.07 20.30 13.47 -0.02966712
支払利息
製造業 9.80 14.98 14.75 10.35 5.87 2.79 -0.3210771
サービス業 8.86 10.29 9.68 12.14 8.98 3.15 -0.1442058
レンタル
製造業 4.43 2.24 3.16 4.49 6.56 6.00 0.1085564
サービス業 8.79 6.84 6.81 8.94 11.32 10.32 0.1145387
次に営業外収支構成における製造業（全規模）とサービス業（集約、全規模）の相違に
ついてみよう。表Ⅳ- 3 より、次の 2 点が分る。即ち、
　（1） 両部門の違いが小さい点として、営業外収益、営業外費用とも資本蓄積三変数と強い
正の相関があるが、それらの差、営業外収支も強い負の相関がある。従って営業外費
用は営業外収益に比し、資本蓄積により著しい程度で順行していると推測できる。こ
の推測は、図Ⅳ- 2 によって確かめることができる。確かに両部門とも、営業外費用
は営業外収益に比し、傾向的低下の程度が激しいように見える。
　（2） 階差については、全体的に両部門とも相関関係が弱くなる。製造業における営業外収
益、及び営業外費用と経済成長率、及びサービス業おける営業外費用、及び営業外収
支の階差と資本蓄積率は例外的である。
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表Ⅳ- 3 　営業外収支構成と資本蓄積の相関（製造業とサービス業（集約)、全規模）
Pearson Correlation Coefficients
Prob > ¦ r ¦ under H0: Rho=0
（1）製造業　
営業外収益 営業外費用 営業外収支
（階差の場合）
経済成長率 0.66834 0.90349 -0.90585 -0.43870 -0.40999 0.09811
<.0001 <.0001 <.0001 0.0014 0.0031 0.4979
総固定資本形成／
GDP
0.66901 0.83634 -0.82530 -0.16870 -0.15515 0.03449
<.0001 <.0001 <.0001 0.2415 0.2820 0.8120
資本蓄積率 0.58328 0.66999 -0.65106 -0.21478 -0.21822 0.06376
<.0001 <.0001 <.0001 0.1383 0.1320 0.6634
注）観測値数は、表Ⅲ- 1 と同じ。
（2）サービス業（集約）　
営業外収益 営業外費用 営業外収支
（階差の場合）
経済成長率 0.80855 0.89861 -0.87309 0.12663 -0.11017 0.21871
<.0001 <.0001 <.0001 0.3809 0.4463 0.1270
総固定資本形成／
GDP
0.79320 0.86735 -0.83564 0.01183 -0.04570 0.05673
<.0001 <.0001 <.0001 0.9350 0.7526 0.6956
資本蓄積率 0.48191 0.56557 -0.56452 -0.12772 0.26418 -0.37060
<.0004 <.0001 <.0001 0.3818 0.0666 0.0088
注）観測値数は製造業と同じ。
図Ⅳ- 2 　営業外収支構成の推移（製造業とサービス業（集約)、全規模）
（1） 製造業
（％） （％）
営業外収益 営業外費用 営業外収支
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（2） サービス業（集約）
（％） （％）
営業外収益 営業外費用 営業外収支
　図Ⅳ- 2 による印象を支える統計は、表Ⅳ- 4 である。これを次のようにまとめることが
できる。即ち、サービス業（集約）は、製造業に比し全体として営業外収益、営業外費用が
大きい。しかし当初、その差（＝営業外収支）は両部門であまり違わなかった（共に負）。
その後、サービス業（集約）の営業外収益の低下、及び営業外費用の低下は製造業に比し著
しく、且つ前者が後者を上回る程度もより大きいため、営業外収支（＝営業外収益－営業外
費用）の上昇は製造業に比しより小さい。その結果、近年両部門の営業外収支は共に正となっ
たが、サービス業（集約）の営業外収支は製造業を下回っている。
以上、全規模についてみると、製造業、及びサービス業（集約）で多少の違いはあるものの、
両部門共に営業外収支構成でみても付加価値構成の場合と同様、不況期に支払利息、レンタ
ル等の負担が経営を圧迫している実証は得られない。
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表Ⅳ- 4 　営業外収支構成の推移（製造業とサ−ビス業（集約）、全規模）
平　　均
一次近似線
の傾き全期間 1960s 70s 80s 90s 2000s
（51） （10） （10） （10） （10） （11）
営業外収支
製造業 -1.16 -2.87 -2.19 -0.91 -0.41 0.41 0.0831960
サービス業 -1.16 -2.65 -1.95 -0.85 -0.69 0.21 0.0689883
営業外収益
製造業 2.04 2.32 2.29 2.07 1.83 1.72 -0.01608283
サービス業 2.13 2.62 2.65 2.39 1.69 1.36 -0.03415273
営業外費用
製造業 3.20 5.19 4.48 2.97 2.24 1.31 -0.0992788
サービス業 3.29 5.27 4.60 3.24 2.38 1.15 -0.1031410
最後に全産業、特に規模が大きいクラスで観察された、ごく短期における営業外収益と
営業外費用各の順行、及び両者の営業外収支との逆行は、製造業あるいはサービス業（集約）
ではどうか？表Ⅳ- 5 のように、上記命題の成立が両産業部門（全規模）について同じ様に
確かめられる。
表Ⅳ- 5 　営業外収支構成の階差の相関（製造業とサ−ビス業（集約)、全規模）
Pearson Correlation Coefficients, N=50
Prob > ¦ r ¦ under H0: Rho=0
営業外費用 営業外収支
（階差の場合）
製造業
営業外収益
0.79776 -0.69213 0.64283 0.15274
<.0001 <.0001 <.0001 0.2896
営業外費用
-0.98736 -0.65883
<.0001 <.0001
サービス業
（集約）
営業外収益
0.90127 -0.77095 0.43711 0.38707
<.0001 <.0001 0.0015 0.0055
営業外費用
-0.97078 -0.66011
<.0001 <.0001
Ⅴ　結び
当初の設問に即して、主な観察結果をまとめ、その経済的意味に触れる。
（1） 全産業を全期間でみると支払利息、及びレンタル構成比と資本蓄積は順行し、それら
の合計である支払利息・レンタル構成比は逆行している。より構成比の大きい支払利
息構成比の低下が著しいからである。
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（2） （1）は、資本金規模（全産業）により、あるいは産業（製造業、サービス業（集約）、
全規模）により、程度に強弱濃淡を伴っている。例えば、全産業では規模別クラスに
よる支払利息構成比低下の程度の違いは鮮やかで、規模が大きいほど低下が激しい。
全規模でみるとサービス業（集約）は製造業に比し、当該変数の関係がより弱い。即ち、
（1）は規模別にみるとより大規模な企業が、あるいは産業部門別にみると製造業が大
きく影響していることが分る。
（3） 支払利息が含まれる営業外費用と営業外収益、及び営業外収支（＝営業外収益－営業
外費用）と資本蓄積の推移にも、系統的な対応が観察される。営業外費用、及び営業
外収益は資本蓄積と順行し、営業外収支と資本蓄積は逆行している。従って営業外費
用と営業外収益の営業外収支に対する影響の大小強弱が問題になるが、営業外収支と
資本蓄積の逆行をもたらす主要因は営業外収益である。
（4） また営業外収支関連三変数のうち、営業外費用と資本蓄積の順行、及び営業外収支と
資本蓄積の逆行は、資本金規模（全産業）による違いが小さいが、反対に営業外収益
と資本蓄積の順行は資本金規模により違いが大きく、小規模クラスでは当該関係は非
常に弱く、あるいはなくなる。この点について全規模でみたとき、製造業とサービス
業（集約）の違いは小さい。即ち、営業外収益と資本蓄積の順行は、規模別にみると
より大規模な企業が、あるいは産業部門別にみると製造業が大きく影響していること
が分る。
（5） 不況期における支払利息負担に関する当初の設問、あるいは推測は、本稿で調べた統
計によっては支持されない。むしろ支払利息負担の程度は大きく低下しているから（レ
ンタル負担を含めば尚更である）、経営状態との関係ではそれを上回る収入の低下が、
重要な要因として浮上してくる。本稿は支払利息負担を念頭において、関係諸変数の
推移を観察したが、より基礎的な売上高と売上原価の関係は、どうか。問題は、結局
より基礎的であるこの設問へ遡及するように思われる。
（6） 本稿の焦点ではないが、関連して労働分配率と資本蓄積の推移について触れる。全規
模（全産業）でみたとき、その逆行は明白である。規模別にみると、大、及び中規模
クラスでも同様に明白である。ここまでは既成観念にとって問題なし、ところが小規
模クラスでは、むしろ結構強い正の相関が観察される。この原因は、小規模クラス労
働分配率の 1970 年代中頃以降の傾向的低下と資本蓄積との順行であるが、これは既成
観念にとって、追加説明を要する意外な事実である。原因は 1970 年代中頃の日本経済
の構造変化に行き着くのであろうが、その追究は興味深い。
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ⅰ 　 [01] 佐藤真人「戦後日本の資本蓄積と負債比率」（経済理論学会第59会大会、2011年 9 月17日、立教
大学)。これを基礎に洗練したのが、[02]佐藤真人「戦後日本の資本蓄積と負債比率｣ (関西大学『経済
論集』第61巻第 3・4 号（2012年3 月)）である。
ⅱ 　 重要な論点であるが敢えて短くすると、答えは、「投資需要（及び輸出、政府支出）の役割が等閑視さ
れている、あるいは過小評価されている」ということになろう。低い労働分配率が投資需要に与える
正の効果を強く主張、その可能性を高く評価（筆者からみると、その確実性を過大評価）する例として、
橋本寿朗『デフレの進行をどう読むか』（岩波書店、2002 年）がある。十分な説明は、経済全体の構造
にかかわるから長くなる。とりあえず、中谷武他『新編 マクロ経済学』（勁草書房、2009 年）第 4 章
を参照。
ⅲ 　 「営業外収益の項目としては、受取利息および割引料、有価証券利息、受取配当金、仕入割引など、ま
た営業外費用の項目としては、支払利息および割引料、社債利息、社債発行差金償却、売上割引など、
主として財務的な費用収益が含まれる。」（中村　忠『新稿　現代会計学 [九訂版]』（白桃書房、2005 年）
215 ページ）
ⅳ 　 資本金規模別クラス分け、特に小規模クラスについて説明する。「法人企業統計調査」のうち利用した
資本金規模別データは、次表のとおりである。
表　資本金規模別クラス
クラス 資本金規模 デ－タ利用可能期間
（1） 10億円以上 1960－2010年度
（2） 10億円未満 1 億円以上 1960－2010年度
（3） 1 億円未満 5000万円以上 1960－2010年度
（4） 5000万円未満 1000万円以上 1960－2010年度
（5） 1000万円未満 1975－2010年度
（6） 1000万円未満 500万円以上 1960－2010年度
（7） 500万円未満 200万円以上 1960－2008年度
（8） 200万円未満 1961－2008年度
　
　 　本稿の大規模クラスは、クラス（1）10 億円以上、中規模クラスは、クラス（2）10 億円未満 1 億円以上、
（3） 1 億円未満 5000 万円以上、及び（4） 5000 万円未満 1000 万円以上の 3 クラスの合計である。
　 　小規模クラスは、次の二つを継ぎ足したものである。一つは、（6） 1000 万円未満 500 万円以上、（7） 
500 万円未満 200 万円以上、及び（8） 200 万円未満の 3 クラスの合計である。尚、クラス（8） 200 万円
未満のデータは 1961 年度が欠損しているから、合計である小規模クラスも、1961 年度のデータは欠損す
る。もちろん 2009、2010 年度のデータも、クラス（7） 500 万円未満 200 万円以上、及び（8） 200 万円未
満のクラスで欠損のため、小規模クラス（3 クラス合計）のデータも欠損する。
　 　いま一つのクラス（5） 1000 万円未満のデータは、クラス（6）、（7）、及び（8）から独立に 2010 年度まで、
データ・ソースから直接得られる。但しデータの初年度は 1975 年度である。
　 　本稿の小規模クラスは、小規模クラス（3 クラス（（6）、（7）、及び（8））合計）にクラス（5）の
2009、2010 年度データを継ぎ足したもの、あるいは同じことであるが、クラス（5） に 3 クラス（（6）、（7）、
及び（8））合計の 1974 年度までのデータを遡及補足したものである。
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